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西濃圏域地域生活支援拠点 登録事業所 募集要項 

 

１ 地域生活拠点について 

地域生活支援拠点とは、主として次の５つの機能を身近な地域において提供し、障が

い児者が住み慣れた地域で自立し、安心して暮らしていくことができるよう支援するた

めの拠点です。 

① 相談 

平時から緊急事態における支援が見込めない世帯を事前に把握・登録した上で、

常時の連絡体制を確保し、緊急事態等において、必要なサービスの調整や相談その

他必要な支援を行う機能 

② 緊急時の受入、対応 

  短期入所事業所等を活用した常時の緊急受入体制を確保した上で、緊急事態にお

ける受け入れや医療機関への連絡等の必要な対応を行う機能 

③ 体験の機会、場の提供 

  障害者支援施設や精神科病院等からの地域移行や親元からの自立に当たって、共

同生活援助等の障害福祉サービスの利用や一人暮らしの体験の機会・場を提供する

機能（地域生活障害者等について、平時から緊急事態に備えて短期入所事業所等を

活用した体験の機会の提供及びその体制整備も含む。） 

④ 専門的人材の確保、育成 

 医療的ケアが必要な者や強度行動障害を有する者、高齢化に伴い重度化した障害

者等に対して専門的な対応を行うことができる体制の確保や、専門的な対応ができ

る人材の養成その他地域の実情に応じて、創意工夫により付加する機能 

⑤ 地域の体制づくり 

  地域の様々なニーズに対応できるサービス提供体制の確保や、地域の社会資源の

連携体制の構築等を行う機能 

 

２ 西濃圏域の地域生活支援拠点について 

西濃圏域の地域生活支援拠点は「西濃圏域１１市町、指定障害福祉サービス事業所（拠

点事業所）、市町村相談支援（委託相談）、各市町基幹相談支援センター、その他関係機関

が連携して機能を担う面的整備型」として整備することとし、令和３年４月の拠点登録

事業所の募集開始を皮切りに取り組みを開始しました。整備主体は西濃圏域１１市町で

す。 

整備のポイントは以下のとおりです。 

 ・拠点事業所の届出、１１市町共同による認定、拠点事業所のネットワーク化。 

・行政（市町・県）、指定障害福祉サービス事業所、各種相談窓口が連携協力して５

つの機能を確保し、西濃圏域に在住する障がい児者を支援。 

 ・市町が中心となって地域に在住する障がい児者に対する支援の必要性を把握し、

必要に応じて各種相談窓口や拠点事業所と共有。 

・緊急時の受入れや体験利用等の支援を必要とする地域の障がい児者に対して、拠

点事業所が該当の指定障害福祉サービスを提供。 

令和７年３月版 西濃圏域障がい者総合支援推進会議 
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Ｇ事業所
・障害者支援施設
・短期入所
・日中サービス

Ｂ事業所

Ａ事業所

Ｃ法人

Ｄ事業所
・日中サービス

Ｅ事業所
・計画相談
・地域移行支援

Ｆ事業所
・短期入所
（ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ）

西濃圏域１１市町

大垣市、海津市、養老町、垂井町、関ケ原町、神戸町、輪之内町、安八町、揖斐川町、大野町、池田町

西濃圏域１１
市町に在住の
障がい児者

①相談

②緊急時の受入、対応

③体験の機会、場

④専門的人材の確保、育成

⑤地域の体制づくりネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
化

地域生活の支援

岐阜県（西濃県事務所、揖斐県事務所）

届
出

認
定

相談・助言・コーディネイト

助言・調整

緊急利用、体験利用、相談、その他の支援

西濃圏域地域生活支援拠点

支
援
の
必
要
性
の
把
握

該当の指定障害福祉サービスの提供

・計画相談（拠点事業所以外）
・市町村相談支援
（委託相談）

・基幹相談支援センター
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３ 地域生活支援拠点としてのサービス提供を担う事業所の募集対象 

 ・今回募集対象を大幅に見直し、より多くの事業者の皆様に対し地域生活支援拠点の機能

の担い手として協力のお願いをさせていただくことといたしました。 

  

 ・なお、西濃圏域１１市町が拠点登録事業所に対し期待する項目については「届出チェッ

クリスト」のとおり機能ごとに定めています。 

 

４ 拠点事業所としての登録手順 

（１）事前協議の実施 

・登録を希望される場合、まずは所在地市町障がい福祉担当課と、実際に支援を行う場合

の連携方法を調整することを目的とした「事前協議」を行っていただきます。 

・事業所等にて拠点登録の意向が固まりましたら、所在地市町障がい福祉担当課と事前協

議の日程調整を行ってください。事前協議から登録までに１か月程度かかりますので、

早めにご連絡ください。 

・事前協議の際には、様式１「西濃圏域地域生活支援拠点 拠点事業所届出書」を事業所ご

と・サービス種別ごとに作成し、提出してください。届出書には、届出チェックシートと

地域生活支援拠点であることを定めた運営規程の案を添付してください。 

・事業所の所在地市町と事前協議を実施した上で届出書を提出いただければ、西濃圏域１

１市町全ての拠点として登録されることとなります。 

 ・届出書について提出期限はありません。随時受付いたします。 

 

（２）認定書の交付 

 ・市町は事前協議結果を踏まえ、拠点事業所届出書等の内容に不備等がないと判断する場

合には、西濃圏域地域生活支援拠点の拠点事業所として認定することとし、「西濃圏域地

域生活支援拠点 拠点事業所認定書」を交付します。 

 

（３）登録事業所の公開 

 ・西濃圏域１１市町及び岐阜県西濃県事務所の公式ホームページにて登録事業所の一覧を

公表することにより、西濃圏域内の県民に周知します。 

 



4 

 

５ サービス提供 

（１）拠点事業所としての位置づけ 

 ・認定書の交付を受けた事業所は、地域生活支援拠点であることを運営規程に明記します。 

例 （地域生活支援拠点等の機能） 

 第○○条 事業所は、「障害福祉サービス等及び障害児通所支援の円滑な実施を確保

するための基本的な指針（平成２９年厚生労働省告示第１１６号）第二の三」に規

定する地域生活支援拠点として以下の機能を担う。 

  １ 緊急時の受入、対応 

  ２ 体験の機会、場 

 ・運営規程変更後１０日以内に、指定権者（岐阜県または所在地市町）に対し変更届を提出

してください。 

・また、障害福祉サービスに係る報酬の加算を算定する場合は、介護給付費等算定に係る

体制等に関する届出を算定する月の前月１５日までに指定権者（岐阜県または所在地市

町）に介護給付費等算定に係る体制等に関する届出を提出してください。 

 

（２）拠点事業所としてのサービス提供 

 ・拠点の登録によって、利用の契約、サービスの提供、報酬請求といった通常の指定障害福

祉サービスの流れが大きく変わるものではありません。 

・認定を受けた拠点事業所に緊急利用や体験利用の申し込みがあった場合は、それらに対

応する指定障害福祉サービス（短期入所、居宅介護、各種日中支援等）を提供します。 

・障害福祉サービスの報酬基準において加算（地域生活支援拠点であることが要件ではな

いが、市町による確認や所定の記録作成等が必要であるものを含む）が設けられている

場合は、これを算定することができます。 

・指定障害福祉サービスに関する各種規定に加えて、西濃圏域地域生活支援事業の実施主

体である西濃圏域１１市町が定める「西濃圏域地域生活支援拠点による緊急時の受け入

れ、対応の実施手順」（別紙１）「西濃圏域地域生活支援拠点による体験の機会、場の提供

の実施手順」（別紙２）を遵守いただきます。 

 

６ その他 

 ・西濃圏域内の事業所・法人様におかれましては、西濃圏域の障がい児者の地域生活を支

援する体制を強化するため、積極的にご参画いただきますようお願いいたします。 

 ・届出にあたりご不明の点がありましたら、所在地の市町の障害福祉担当課又は岐阜県西

濃県事務所福祉課までお問い合わせください。 

※なお、西濃圏域以外の市町村を事業の実施地域に含めている場合について、それら市

町村における同種の取組の有無は、該当の市町村へお問い合わせください。  
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西濃圏域地域生活支援拠点の登録事業所におけるサービス提供の主な流れ 

 

登録を希望する事業所 → 所在地市町 

１ 事前協議及び拠点事業所届出書等の提出 

 

所在地市町 

２ 拠点事業所届出書等提出書類の審査 

 

所在地市町 → 希望事業所＝拠点事業所 

３ 拠点事業所認定書の交付等 

 

所在地市町 → 他の市町、他の拠点事業所、相談機関等 

４ 拠点事業所名簿の共有 

 

拠点事業所 

５ 運営規程の改正 

・地域生活支援拠点であることを運営規程に明記する。 

・運営規程の変更の日から 10日以内に指定権者（岐阜県または所在地市町）に変更届を

提出する。 

６ 介護給付費等算定に係る体制等に関する届出（障害福祉サービスに係る報酬の加算を

算定する場合） 

 ・加算を算定する月の前月１５日までに指定権者（岐阜県または所在地市町）に介護給付

費等算定に係る体制等に関する届出を行う。 

 

拠点事業所 

７ 緊急時の受け入れ、対応 

８ 体験の機会、場の提供 

・西濃圏域１１市町が統一して定める実施手順に基づき、地域の障がい児者からの緊急短

期入所や体験利用の申し込みに応じて該当の障害福祉サービスを提供し、記録を作成

する。 

  

拠点事業所 

９ 届出事項の変更、拠点事業所としての事業の廃止等 

  ・拠点事業所としての届出事項に変更が生じた場合は、速やかにその旨を届け出る。 

  ・拠点事業所として指定障害福祉サービスを提供することを廃止又は休止する場合は、

１か月前まで（再開は１０日以内）に届け出る。 

  

 

参考１ 


